
令和７年８月１日 

山 形 県 

庄内広域行政組合 
 

 報道関係者各位 

 

公立大学法人東北公益文科大学理事長予定者等について 

 

 東北公益文科大学については、令和８年４月の公立化を目指し準備を進めております。 

 このたび、下記の者を、公立化に伴って設立する（※）公立大学法人東北公益文科大

学の理事長予定者、学長予定者としましたのでお知らせします。 

※ 公立大学法人の設立には、今後、総務大臣及び文部科学大臣による認可が必要とな

ります。 
 

記 
 

１ 理事長予定者 

  伊藤 守（いとう まもる）氏 71歳 

   アキレス株式会社 前取締役会長 

   出身 山形県大石田町 

任期 令和８年４月１日から令和 12年３月 31日までの４年間 

※ 略歴は別紙１のとおり 

   

   

   

   

   

 

 

 

２ 学長予定者 

  神田 直弥（かんだ なおや）氏 50歳 

   東北公益文科大学 学長 

   出身 東京都 

   任期 令和８年４月１日から令和 10年３月 31日までの２年間 

   ※ 略歴は別紙２のとおり 

 

【担 当】山形県総務部高等教育政策・学事文書課 
東北公益文科大学公立化準備室 
室長補佐 佃  電話 023-630-3305 

【広報監】山形県総務部次長 伊藤 

理事長予定者コメント 

公立大学法人の理事長を務めさせていただくことになり、これまで企業経営で

培ってきた「人材の育成」、「コミュニケーション力」を教育の場でも大切にしたい

と思います。また、国内、海外での新規事業開発で経験してきたことを、ふるさと

である山形県に還元し、地域と大学が今後益々発展していけるよう、力を尽くして

いきたいと思います。 

学長予定者コメント 

公立化にあたり、これまで築いてきた教育・研究・地域連携の成果をさらに発展

させ、地域社会の期待に応える大学づくりを推進してまいります。今後も地域とと

もに歩み、学生の成長と地域社会の持続可能な発展に貢献してまいります。 



略 歴 書 

 

 

氏  名  伊藤 守（いとう まもる） 

 

生年月日  昭和29年１月31日 

 

出 身 地  山形県大石田町 

 

出 身 校  昭和51年３月  山形大学 工学部 応用化学科 卒業 

      昭和54年３月  東京工業大学大学院 

総合理工学研究科 電子化学専攻 修士課程 修了 

      平成21年３月  群馬大学大学院 物質創製工学領域 博士課程後期 修了 

              「導電性ポリマーの応用研究」工学博士 

 

略  歴  昭和54年４月  興国化学工業(現アキレス)株式会社 入社 

平成14年４月  執行役員 電子材料開発担当兼研究開発本部 

             開発第一グループ長兼静電気技術部長 

平成16年６月  取締役 工業資材製造担当兼研究開発副本部長 

平成18年６月  取締役 研究開発本部長 

平成19年６月  常務取締役 新規事業担当兼研究開発本部長 

平成20年６月  常務取締役 産業資材部門統轄兼研究開発本部長 

平成20年10月  常務取締役 プラスチック部門統轄兼産業資材部門統轄 

平成22年６月  代表取締役専務取締役 営業部門管掌兼海外事業担当 

平成24年６月  代表取締役社長 

令和４年６月  取締役会長（～令和７年６月） 

 

そ の 他  平成24年11月  やまがた特命観光・つや姫大使 

      令和７年８月  山形大学客員教授 

以上 

別紙１ 



略 歴 書 

 
 

氏  名  神田 直弥（かんだ なおや） 
 

生年月日  昭和49年９月21日（50歳） 
 

出 身 地  東京都 
 

学  位  博士（人間科学） 
 

最終学歴  早稲田大学大学院人間科学研究科 

博士後期課程単位取得退学（平成14年３月） 
 

職  歴  早稲田大学人間科学部人間健康科学科助手（平成14年４月） 

東北公益文科大学公益学部講師（平成17年４月） 

東北公益文科大学公益学部准教授（平成23年４月） 

東北公益文科大学公益学部教授（平成27年４月） 

東北公益文科大学公益学部長（平成28年４月） 

東北公益文科大学学長（令和２年4月） 
 

研究分野  交通心理学、人間工学 
 

研究テーマ 自転車運転者の認知・行動特性に関する研究 

児童生徒を対象にした交通安全教育手法の研究 

公共交通の利用促進に関する研究 
 

所属学会  日本交通心理学会 

日本人間工学会 

Human Factors & Ergonomics Society 

日本心理学会 

日本交通科学学会 

日本プラントヒューマンファクター学会 
 

以上 

別紙２ 


